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想定地震の設定についてのメモ 

翠川 三郎 

 

１．既往の想定地震の区分 

 

・想定地震の区分として、仮に以下の５つを設定する。 

a. 歴史地震 被害史料から認定されるもの、計器観測による地震も含む 

b. 古地震 地震考古学的知見から認定されるもの 

c. 拡張歴史地震(?) 歴史地震などの情報に地震学的知見を加えて想定されるもの 

d. 活断層による固有地震 活断層調査から認定されるもの 

e. 最低限考えるべき直下の地震 各種調査には限界があることから、安全のため想定されるもの 

 

・中央防災会議の専門調査会での検討事例をこの区分で整理すると、 

東海地震対策、東南海・南海地震対策 

  海溝型地震(a) 

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策 

海溝型地震(a,c)、500 年間隔地震（十勝から根室沖で発生する巨大地震）(b) 

首都直下地震対策 

  応急対策用 東京湾北部 M7.3(c)、（活断層による地震(d)、中核都市直下 M6.9 地震(e)） 

予防対策用 活断層による地震＋全域直下 M6.9 地震の重ね合わせ(d+e) 

中部圏・近畿圏直下地震対策 

応急対策用 活断層による地震(d)、（大阪、名古屋直下 M6.9 地震(e)） 

予防対策用 活断層による地震＋全域直下 M6.9 地震の重ね合わせ(d+e) 

 

・自治体の地震被害想定では、添付の損害保険料率算出機構による資料から読み取ると、想定地

震として多いのは、a.歴史地震や d.活断層による固有地震である。 

 

２．簡単な考察 

 

・今回の地震は a.歴史地震からは事前に想定できなかったが、b.古地震を積極的に取り入れれば

M8.4の地震は想定可能であったとされている。a.歴史地震には、被害史料が不十分な場合もあり、

取りこぼしの心配があり、これを補うために、b や c が重要であり、より科学的かつ総合的に想

定地震を設定することが重要であることが再確認された。 

 

・e を除けば、既往最大の地震が想定されているともいえるが、各区分で、既往の期間が異なる。

期間の長さについて大雑把にいえば、a.歴史地震はオーダーとして 500 年(?)、b.古地震はオーダ
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ーとして 1000～5000 年(?)、c や dはそれよりも長い。 

 

・どこまで遡って考えるべきか、議論すべきであるが、例えば、1000 年に 1度の巨大地震といっ

ても、そのようなものが日本付近に複数(N 個)あれば、日本全体としては 1000/N 年に１度どれか

の巨大地震に襲われることになり、全体的な見地からの判断も重要と考えられる。関連して発生

の切迫性(確率)も考えるべき点ではあるが、定量的な評価が難しい場合もある。なお、活断層に

ついては、地震調査研究推進本部では、30 年以内の発生確率が 3%以上のものを発生の確率が高い、

0.1%以上のものをやや高いとしている。自治体の地震被害想定では発生の確率が高いと評価され

たものは想定地震として採用されており、やや高いと評価されたものも採用されている場合がみ

られる。（要整理） 

 

・ある判断で地震が想定されたとしても、想定の基となるデータの精度は必ずしも高いとはいえ

ず、想定地震のパラメータには不確実性が含まれる。例えば、前述の貞観の地震を想定した場合、

M8.4 の地震が想定可能であるが、規模がそれ以上だった可能性も否定できない。構造物の耐震設

計の場合、想定を越える地震入力が生じても最悪の事態が起こりにくいよう、ある程度の設計裕

度が考えられている。被害想定においても、基本となる想定に対して、防災目標を与えて対策を

立案し、さらに、想定を越えた場合に対しても最悪の事態が起こりにくいよう、裕度に相当する

想定を加え、それに対しても別の補助的な防災目標を与えることもひとつの考え方であろう。 

・このような考え方に関連したものとして、例えば、首都直下地震対策では、応急対策用として、

発生の蓋然性の高いもの（東京湾北部）を想定し、地震対策大綱、地震防災戦略、応急対策活動

要領を策定し、また、予防対策用として、活断層による地震＋全域直下 M6.9 地震の重ね合わせを

想定し、全域的な事前対策の推進に利用されている。 

 

・想定されたものに対して基本的な対策を検討することは重要ではあるが、将来の地震に対する

シナリオがひとつに絞れるわけではないということを認識し、柔軟な対応を促すような説明や表

現も重要と考えられる。 
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